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(57)【要約】
【課題】オイル消費量の低減を図ることのできる内燃機
関の燃料噴射制御装置を提供する。
【解決手段】この装置は、吸気通路に燃料を噴射する通
路噴射弁と気筒内に燃料を直接噴射する筒内噴射弁とを
有する内燃機関に適用されて、それら噴射弁の開弁駆動
を通じて気筒内への燃料供給を行う。内燃機関の運転領
域が高回転かつ高負荷運転領域（実行領域Ｅ）であると
きに、気筒の内壁面の温度低下を図るべく、ポート噴射
率Ｒｐとして「０」より大きい値を設定して、筒内噴射
弁による燃料噴射と通路噴射弁による燃料噴射とを合わ
せて実行する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
吸気通路に燃料を噴射する通路噴射弁と気筒内に燃料を直接噴射する筒内噴射弁とを有し
てそれら噴射弁の開弁駆動を通じて前記気筒内への燃料供給を行う内燃機関の燃料噴射制
御装置において、
　前記内燃機関の運転領域が高回転かつ高負荷運転領域であるときに、前記気筒の内壁面
の温度低下を図るべく、前記筒内噴射弁による燃料噴射と前記通路噴射弁による燃料噴射
とを合わせて実行する実行手段を備える
ことを特徴とする内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項２】
請求項１に記載の内燃機関の燃料噴射制御装置において、
　前記内燃機関は複数の気筒を有してなり、
　前記実行手段は、前記気筒内に供給される燃料量のうちの前記通路噴射弁による噴射分
の占める割合として、前記複数の気筒において異なる割合を設定する
ことを特徴とする内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項３】
請求項２に記載の内燃機関の燃料噴射制御装置において、
　前記実行手段は、前記内燃機関の運転時における前記内壁面の温度が高い気筒ほど前記
割合を高く設定する
ことを特徴とする内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項４】
請求項１～３のいずれか一項に記載の内燃機関の燃料噴射制御装置において、
　前記実行手段は、機関回転速度が高いときほど、前記気筒内に供給される燃料量のうち
の前記通路噴射弁による噴射分の占める割合を高く設定する
ことを特徴とする内燃機関の燃料噴射制御装置。
【請求項５】
請求項１～４のいずれか一項に記載の内燃機関の燃料噴射制御装置において、
　前記実行手段は、機関負荷が大きいときほど、前記気筒内に供給される燃料量のうちの
前記通路噴射弁による噴射分の占める割合を高く設定する
ことを特徴とする内燃機関の燃料噴射制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、吸気通路に燃料を噴射する通路噴射弁と気筒内に燃料を直接噴射する筒内噴
射弁とを有する内燃機関の燃料噴射制御装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、特許文献１に記載の装置のように、吸気通路に燃料を噴射するタイプの燃料噴射
弁（通路噴射弁）と気筒内に燃料を直接噴射するタイプの燃料噴射弁（筒内噴射弁）とを
それぞれ内燃機関に設けることが提案されている。こうした装置では、内燃機関の運転状
態に応じたかたちで通路噴射弁の駆動制御と筒内噴射弁の駆動制御とを合わせて実行する
ことにより、同内燃機関の気筒内への燃料供給が行われる。
【０００３】
　筒内噴射弁による燃料噴射は、通路噴射弁による燃料噴射と比較して、燃料の気化潜熱
によって気筒内の温度および圧力を低下させる効果が大きいために、大きな機関トルクが
要求される運転状態に適している。そのため特許文献１に記載の装置では、大きな機関ト
ルクが要求される高回転かつ高負荷運転領域においては、通路噴射弁を用いた燃料噴射を
実行することなく、筒内噴射弁のみを用いて燃料噴射が実行される。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００４】
【特許文献１】特開２００６－１３８２５２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　内燃機関の運転領域が高回転かつ高負荷領域であるときには、気筒内部における単位時
間あたりの発生熱量が多いために、気筒内壁の温度が高くなりやすい。内燃機関の気筒内
壁面には潤滑オイルが供給されているために、気筒内壁の温度が高くなると、潤滑オイル
の温度も高くなってしまう。そして、そうした潤滑オイルの温度上昇は、潤滑オイルの蒸
発によるオイル消費量の増加を招く一因となるために好ましくない。
【０００６】
　本発明は、そうした実情に鑑みてなされたものであり、その目的は、オイル消費量の低
減を図ることのできる内燃機関の燃料噴射制御装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　以下、上記目的を達成するための手段及びその作用効果について説明する。
　請求項１に記載の装置は、吸気通路に燃料を噴射する通路噴射弁と気筒内に燃料を直接
噴射する筒内噴射弁とを有しており、それら噴射弁の開弁駆動を通じて内燃機関の気筒内
への燃料供給を行う。
【０００８】
　通路噴射弁による燃料噴射を実行する場合、筒内噴射弁のみによって燃料噴射を実行す
る場合と比較して、気筒内壁面の付近において霧化する燃料の量や気筒内壁面に付着する
燃料の量が多くなるために、そうした燃料によって内壁面の温度を低下させる効果が大き
くなる。
【０００９】
　請求項１に記載の装置によれば、内燃機関の高回転かつ高負荷運転領域、すなわち気筒
の内壁面の温度が高くなる運転領域において、そうした通路噴射弁による燃料噴射を実行
することにより、気筒の内壁面の温度を低く抑えることができる。これにより、気筒内壁
面に供給される潤滑オイルの温度上昇を抑えることができるために、同オイルの蒸発を抑
えてオイル消費量の低減を図ることができる。
【００１０】
　複数の気筒を有する内燃機関では、その構造上、他の気筒と比較して内壁温度が高くな
り易い気筒がある。そのため、内燃機関の高回転かつ高負荷運転領域において各気筒共通
の実行態様で通路噴射弁からの燃料噴射を実行した場合に、気筒内に供給される燃料量の
うちの通路噴射弁による噴射分の占める割合を内壁温度が高くなり易い気筒に合わせて定
めると、他の気筒において通路噴射弁の噴射割合が不要に大きくなって機関トルクの不要
な低下を招いてしまう。一方、上記割合を内壁温度が高くなり難い気筒に合わせて定める
と、他の気筒において通路噴射弁の噴射割合が不足して気筒内壁面の温度上昇を適切に抑
えることができなくなってしまう。
【００１１】
　請求項２に記載の装置では、複数の気筒を有する内燃機関において、気筒内に供給され
る燃料量のうちの通路噴射弁による噴射分の占める割合として気筒毎に異なる割合が設定
される。そのため、気筒内壁の温度の上昇傾向に応じたかたちで通路噴射弁からの燃料噴
射の割合を気筒毎に設定することができるようになり、機関トルクの低下を抑えつつ各気
筒の内壁面の温度を的確に低下させることができるようになる。
【００１２】
　請求項３に記載の装置によれば、内燃機関の運転時における気筒内壁面の温度が高い気
筒ほど、前記割合を高くすることによって通路噴射弁から噴射される燃料の量を多くして
、気筒内壁面の温度を低下させる効果を大きくすることができる。
【００１３】
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　機関回転速度が高いときほど、単位時間あたりの噴射回数が多くなって気筒内部におけ
る発熱量も多くなるため、気筒内壁の温度が高くなり易い。
　請求項４に記載の装置によれば、機関回転速度が高いために気筒内壁の温度が高くなり
易いときほど、前記割合を高く設定して、気筒内壁面の温度を低下させる効果を大きくす
ることができる。そのため、機関トルクの低下を抑えつつ気筒内壁面の温度を的確に低下
させることができる。
【００１４】
　機関負荷が大きいときほど、内燃機関の吸入空気量が多く気筒内部における発熱量も多
くなるため、気筒内壁の温度が高くなり易い。
　請求項５に記載の装置によれば、機関負荷が大きいために気筒内壁の温度が高くなり易
いときほど、前記割合を高く設定して、気筒内壁面の温度を低下させる効果を大きくする
ことができる。そのため、機関トルクの低下を抑えつつ気筒内壁面の温度を的確に低下さ
せることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明を具体化した一実施の形態にかかる内燃機関の燃料噴射制御装置の概略構
成を示す略図。
【図２】機関回転速度と機関トルクとポート噴射率との関係を示す略図。
【図３】ポート噴射率と燃焼室の内壁面温度との関係の一例を示すグラフ。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明にかかる内燃機関の燃料噴射制御装置を具体化した一実施の形態について
説明する。
　図１に示すように、内燃機関１０の吸気通路１１にはスロットル機構１２が設けられて
いる。このスロットル機構１２は、スロットルバルブ１３とスロットルモータ１４とを備
えている。そして、このスロットルモータ１４の作動制御を通じてスロットルバルブ１３
の開度（スロットル開度ＴＡ）が調節され、これにより吸気通路１１を通じて燃焼室１５
内に吸入される空気の量（吸入空気量ＧＡ）が調節される。
【００１７】
　また、上記吸気通路１１には通路噴射弁１６が設けられている。この通路噴射弁１６は
、その開弁駆動に伴って吸気通路１１（詳しくは、吸気ポート１１ａ）の内部に燃料を噴
射する。内燃機関１０には、上記通路噴射弁１６に加えて、筒内噴射弁１７が設けられて
いる。この筒内噴射弁１７は、その開弁駆動に伴って内燃機関１０の気筒（詳しくは、燃
焼室１５）の内部に燃料を噴射する。
【００１８】
　内燃機関１０の燃焼室１５においては、吸入空気と噴射燃料とからなる混合気に対して
点火プラグ１８による点火が行われる。この点火動作によって混合気が燃焼してピストン
１９が往復移動し、クランクシャフト２０が回転する。そして、燃焼後の混合気は排気と
して燃焼室１５から排気通路２１に送り出される。
【００１９】
　内燃機関１０にはオイルを貯留するオイルタンク２２が設けられており、このオイルタ
ンク２２の内部にはポンプ２３が設けられている。そして、このポンプ２３によって圧送
されることにより、オイルタンク２２内のオイルが内燃機関１０の各稼働部に供給される
。各稼働部の潤滑などに供された後のオイルは内燃機関１０の内壁を伝い落ちる等してオ
イルタンク２２内に貯まるようになっている。
【００２０】
　内燃機関１０は、例えばマイクロコンピュータを有して構成される電子制御装置３０を
備えている。電子制御装置３０には、内燃機関１０の運転状態を検出するための各種セン
サの検出信号が取り込まれている。各種センサとしては、例えばクランクシャフト２０の
回転速度（機関回転速度ＮＥ）を検出するためのクランクセンサや、アクセルペダル（図
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示略）の踏み込み量（アクセル踏み込み量ＡＣＣ）を検出するためのアクセルセンサ、ス
ロットルバルブ１３の開度（スロットル開度ＴＡ）を検出するためのスロットルセンサが
設けられている。その他、吸入空気量ＧＡを検出するためのエアフローメータや、ノッキ
ングの発生の有無を判定するためのノックセンサなども設けられている。
【００２１】
　電子制御装置３０は、各種センサの検出信号をもとに各種の演算を行い、その演算結果
に基づいてスロットルモータ１４の駆動制御（スロットル制御）や、通路噴射弁１６およ
び筒内噴射弁１７の作動制御（燃料噴射制御）、点火プラグ１８の作動制御（点火時期制
御）などといった機関制御を実行する。
【００２２】
　本実施の形態のスロットル制御は次のように実行される。すなわち先ず、アクセル踏み
込み量ＡＣＣおよび機関回転速度ＮＥに基づいてスロットル開度ＴＡについての制御目標
値（目標スロットル開度Ｔｔａ）が設定される。そして、この目標スロットル開度Ｔｔａ
と実際のスロットル開度ＴＡとが一致するようにスロットルモータ１４の作動が制御され
る。
【００２３】
　本実施の形態の燃料噴射制御は、基本的に、次のように実行される。すなわち先ず、燃
料噴射量の制御目標値（目標噴射量Ｔｑ）として、燃焼室１５内での燃焼に供される混合
気の空燃比が所望の比率（例えば、理論空燃比）となる燃料噴射量が吸入空気量ＧＡに基
づき算出される。
【００２４】
　また、そうした目標噴射量Ｔｑの算出に合わせて、機関回転速度ＮＥおよび機関負荷Ｋ
Ｌに基づいて通路噴射弁１６からの燃料噴射比率（ポート噴射率Ｒｐ［ただし０≦Ｒｐ＜
１．０］）が算出される。なおポート噴射率Ｒｐは、燃焼室１５内に供給される燃料量の
うちの通路噴射弁１６による噴射分の占める割合に相当する値である。また機関負荷ＫＬ
は、吸入空気量ＧＡと機関回転速度ＮＥとに基づき算出される。さらに本実施の形態では
、機関回転速度ＮＥおよび機関負荷ＫＬにより定まる機関運転領域と同運転領域に適した
ポート噴射率Ｒｐとの関係が、各種の実験やシミュレーションの結果等に基づいて予め求
められた上で、演算マップＡとして電子制御装置３０に記憶されている。上記ポート噴射
率Ｒｐは、演算マップＡをもとに機関回転速度ＮＥおよび機関負荷ＫＬに基づき算出され
る。
【００２５】
　そして本実施の形態の燃料噴射制御では、目標噴射量Ｔｑにポート噴射率Ｒｐを乗算し
た量［Ｔｑ×Ｒｐ］と同量の燃料が噴射されるように通路噴射弁１６が開弁駆動されると
ともに、目標噴射量Ｔｑから上記量［Ｔｑ×Ｒｐ］を減算した量［Ｔｑ×（１．０－Ｒｐ
）］と同量の燃料が噴射されるように筒内噴射弁１７が開弁駆動される。
【００２６】
　ポート噴射率Ｒｐは、基本的には、次のように設定される。内燃機関１０の中回転領域
や中負荷領域では、ポート噴射率Ｒｐとして「０」以外の値（０＜Ｒｐ＜１．０）が設定
されて、通路噴射弁１６からの燃料噴射および筒内噴射弁１７からの燃料噴射の双方が実
行される。この運転領域にあっては、内燃機関１０の運転状態に応じて燃焼に最適な混合
気を形成するべく、ポート噴射率Ｒｐが設定される。一方、それ以外の機関運転領域、す
なわち低回転領域や低負荷領域、高回転領域、並びに高負荷領域では、基本的に、ポート
噴射率Ｒｐとして「０」が設定されて、通路噴射弁１６からの燃料噴射が行われずに筒内
噴射弁１７のみによる燃料噴射が実行される。
【００２７】
　本実施の形態の点火時期制御は次のように実行される。すなわち上記目標噴射量Ｔｑ、
機関回転速度ＮＥ、およびポート噴射率Ｒｐに基づいて点火時期についての制御目標値（
目標点火時期）が算出されるとともに、同目標点火時期において点火動作がなされるよう
に点火プラグ１８の作動が制御される。また本実施の形態の点火時期制御では、上記ノッ
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クセンサの検出結果に基づいてノッキング発生の有無を判定するノック判定が実行される
とともに、その判定結果に応じて点火時期を調整するノック制御が実行される。このノッ
ク制御では、詳しくは、ノック判定においてノッキングの発生有りと判定された場合には
目標点火時期が所定量だけ遅角される一方、ノッキングの発生無しと判定された場合には
目標点火時期が徐々に進角される。
【００２８】
　ここで、筒内噴射弁１７による燃料噴射は、通路噴射弁１６による燃料噴射と比較して
、噴射された燃料の気化潜熱によって燃焼室１５内の温度および圧力を低下させる効果が
大きいために、大きな機関トルクが要求される運転状態に適している。そのため、大きな
機関トルクが要求される高回転高負荷運転領域においては、通路噴射弁１６を用いた燃料
噴射を実行することなく、筒内噴射弁１７のみを用いて燃料噴射を実行することが望まし
い。
【００２９】
　しかしながら、内燃機関１０の運転領域が高回転かつ高負荷領域であるときには、燃焼
室１５の内部における単位時間あたりの発生熱量が多いために、同燃焼室１５の内壁の温
度が高くなりやすい。燃焼室１５の内壁面にはピストン１９（詳しくは、ピストンリング
１９ａ）との接触部分の潤滑のためのオイルが供給されているために、その内壁面の温度
が高くなると、オイルの温度も高くなってしまう。そして、そうしたオイルの温度上昇は
、オイルの蒸発によるオイル消費量の増加を招く一因となってしまう。
【００３０】
　この点をふまえて本実施の形態では、図２に示すように、高回転かつ高負荷運転領域の
中でも、最も高い機関回転速度ＮＥｍと内燃機関１０の出力曲線Ｌとが交差する作動点（
最大出力点Ｎ１）に近い運転領域（以下、実行領域Ｅ）であるときに、筒内噴射弁１７に
よる燃料噴射と通路噴射弁１６による燃料噴射とを合わせて実行するようにしている。こ
れにより、燃焼室１５の内壁面の温度がごく高くなるおそれのある実行領域Ｅにおいて、
同温度の低下が図られるようになる。
【００３１】
　通路噴射弁１６による燃料噴射が実行される場合には、内燃機関１０の吸気通路１１内
において噴射された燃料が吸入空気ともども燃焼室１５内に吸入されるために、噴射燃料
が燃焼室１５内部において広範囲に行き渡り易い。これに対して、筒内噴射弁１７による
燃料噴射が実行される場合には、空気の流動が比較的小さい状態になった燃焼室１５内部
に燃料が噴射されるために、噴射燃料が燃焼室１５の内部において広がり難い。こうした
ことから、通路噴射弁１６による燃料噴射が実行される場合には、筒内噴射弁１７のみに
よって燃料噴射を実行する場合と比較して、燃焼室１５の内壁面の付近において霧化する
燃料の量や燃焼室１５の内壁面に付着する燃料の量が多くなると云える。そのため、この
場合には、そうした燃焼室１５の内壁面付近における燃料の霧化による脱熱効果や内壁面
に付着する燃料による脱熱効果、すなわち噴射燃料によって燃焼室１５の内壁面の温度を
低下させる効果が大きくなる。
【００３２】
　本実施の形態では、上記実行領域Ｅ、すなわち燃焼室１５の内壁面の温度がごく高くな
るおそれのある運転領域であるときに、通路噴射弁１６による燃料噴射が実行されるため
に、筒内噴射弁１７のみによる燃料噴射を実行する場合と比較して、燃焼室１５の内壁面
の温度を低く抑えることができる。これにより、燃焼室１５の内壁面に供給されるオイル
の温度上昇を抑えることができるため、同オイルの蒸発を抑えてオイル消費量の低減を図
ることができる。
【００３３】
　なお、オイルの温度が沸点（例えば、１８０℃）以上になることを抑えることにより、
オイル消費量を好適に低減させることができる。本実施の形態の装置では、上記実行領域
Ｅとして、筒内噴射弁１７のみによる燃料噴射を実行した場合にオイルの温度が沸点以上
になる可能性のある運転領域が設定されている。本実施の形態によれば、そうした実行領
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域Ｅにおいて、燃焼室１５の内壁面の温度を低く抑えることができるため、同内壁面に供
給されるオイルの温度が沸点以上になることを抑えてオイル消費量を好適に低減させるこ
とができる。
【００３４】
　図３に、上記実行領域Ｅにおけるポート噴射率Ｒｐと燃焼室１５の内壁面の温度との関
係の一例を示す。
　同図３に示すように、上記実行領域Ｅにおいてポート噴射率Ｒｐを「０」から徐々に大
きくした場合、同ポート噴射率Ｒｐが所定値（本実施の形態では、「０．１」）になるま
での範囲においては、上述したように燃焼室１５の内壁面の温度が徐々に低くなる。
【００３５】
　ただし、ポート噴射率Ｒｐが上記所定値より大きくなると、それに伴い燃焼室１５の内
壁面の温度は徐々に高くなってしまう。これは次のような理由によるものと考えられる。
ポート噴射率Ｒｐが大きくなると、燃料の気化潜熱による温度低下効果が小さくなるため
に、燃焼室１５内の温度および圧力が高くなってノッキングが発生し易くなり、その分だ
け点火時期制御（詳しくは、ノック制御）を通じて点火時期が遅角側の時期になる。そし
て、そうした点火時期の遅角側への変化量が大きくなると、燃焼室１５内の圧力がごく低
くなった状況で燃料が燃焼する状態、いわゆる後燃え状態が発生するようになる。こうし
た後燃え状態では、燃料の燃焼に伴い発生したエネルギがピストン１９の押圧に用いられ
難いために、同エネルギが熱として燃焼室１５の内壁に伝わり易い。そして、そうした後
燃え状態の発生に伴う燃焼室１５の内壁への熱伝達の増加分が多くなると、燃焼室１５の
内壁面の温度が高くなってしまう。
【００３６】
　こうした実情をふまえて本実施の形態では、前記実行領域Ｅにおけるポート噴射率Ｒｐ
を、「０」から上記所定値の範囲（本実施の形態では、０＜Ｒｐ≦「１．０」）で設定す
るようにしている。そのため本実施の形態では、ポート噴射率Ｒｐとして大きい値を設定
するときほど、通路噴射弁１６による燃料噴射によって燃焼室１５の内壁面の温度を低下
させる効果が大きくなる。
【００３７】
　本実施の形態では詳しくは、図２に示すように、実行領域Ｅであるときにおける機関回
転速度ＮＥが高いときほど、また機関トルクが大きいときほど、ポート噴射率Ｒｐとして
大きい値が設定される。なお、図２に示す複数の実線はそれぞれ、ポート噴射率Ｒｐが等
しい作動点を繋いだ線を示している。このように機関回転速度ＮＥや機関負荷ＫＬに応じ
てポート噴射率Ｒｐを設定することによって以下に記載する作用が得られる。
【００３８】
　上記実行領域Ｅの中でも、機関回転速度ＮＥが高い運転領域ほど、単位時間あたりの噴
射回数が多くなって燃焼室１５の内部における発熱量も多くなるため、燃焼室１５の内壁
の温度が高くなり易い。また、機関負荷ＫＬが大きい運転領域ほど、内燃機関１０の吸入
空気量ＧＡが多く燃焼室１５の内部における発熱量も多くなるために、燃焼室１５の内壁
の温度が高くなり易い。本実施の形態によれば、上記実行領域Ｅの中でも燃焼室１５の内
壁の温度が高くなり易い領域であるときほど、ポート噴射率Ｒｐとして大きい値を設定す
ることができるために、通路噴射弁１６による噴射分の占める割合を大きくして燃焼室１
５の内壁面の温度を低下させる効果を大きくすることができる。
【００３９】
　したがって、燃焼室１５の内壁面の温度を的確に低下させることができる。しかも、こ
のとき通路噴射弁１６から噴射される燃料の量が不要に多くなることが抑えられるために
、同通路噴射弁１６からの燃料噴射の実行に起因する機関トルクの低下を小さく抑えるこ
ともできる。
【００４０】
　なお本実施の形態の点火時期制御では、実行領域Ｅにおいて設定される目標点火時期と
して、実行領域において筒内噴射弁１７のみによって燃料噴射が実行される比較例の装置
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と比較して、遅角側の時期が設定される。ここで、仮に比較例の装置における実行領域に
おいて筒内噴射弁１７による燃料噴射に合わせて通路噴射弁１６による燃料噴射を実行し
た場合には、燃焼室１５内の温度および圧力が高くなるために、これに伴いノッキングが
発生し易くなる分だけ点火時期制御（詳しくは、ノック制御）を通じて点火時期が遅角側
の時期に変化するようになる。本実施の形態の装置によれば、そうした通路噴射弁１６に
よる燃料噴射の実行に起因して点火時期が遅角される分だけ、目標点火時期を予め遅角側
の時期に設定することができる。そのため点火時期制御をポート噴射率Ｒｐの設定態様に
応じたかたちで適正に実行することができる。
【００４１】
　以上説明したように、本実施の形態によれば、以下に記載する効果が得られるようにな
る。
　（１）高回転かつ高負荷運転領域の中でも最大出力点Ｎ１に近い実行領域Ｅであるとき
には、燃焼室１５の内壁面の温度の低下を図るべく、筒内噴射弁１７による燃料噴射と通
路噴射弁１６による燃料噴射とを合わせて実行するようにした。そのため、燃焼室１５の
内壁面に供給されるオイルの温度上昇を抑えることができ、同オイルの蒸発を抑えてオイ
ル消費量の低減を図ることができる。
【００４２】
　（２）機関回転速度ＮＥが高いときほど、ポート噴射率Ｒｐとして大きい値を設定する
ようにした。そのため、上記実行領域Ｅの中でも燃焼室１５の内壁の温度が高くなり易い
領域であるときほど、燃焼室１５の内壁面の温度を低下させる効果を大きくすることがで
きる。
【００４３】
　（３）機関負荷ＫＬが大きいときほど、ポート噴射率Ｒｐとして大きい値を設定するよ
うにした。そのため、上記実行領域Ｅの中でも燃焼室１５の内壁の温度が高くなり易い領
域であるときほど、燃焼室１５の内壁面の温度を低下させる効果を大きくすることができ
る。
【００４４】
　なお、上記実施の形態は、以下のように変更して実施してもよい。
　・内燃機関１０の中負荷領域や、中回転領域、低負荷領域、低回転領域におけるポート
噴射率Ｒｐの設定態様は任意に変更可能である。
【００４５】
　・実行領域Ｅにおいて、ポート噴射率Ｒｐを機関回転速度ＮＥに応じて可変設定する構
成を省略してもよい。
　・実行領域Ｅにおいて、ポート噴射率Ｒｐを機関負荷ＫＬに応じて可変設定する構成を
省略してもよい。
【００４６】
　・上記実施の形態にかかる燃料噴射制御装置は、複数の気筒を有する内燃機関に適用す
ることができる。同構成においては、ポート噴射率として、複数の気筒において異なる値
を設定してもよい。ここで複数の気筒を有する内燃機関では、その構造上、他の気筒と比
較して内壁温度が高くなり易い気筒がある。そのため、内燃機関の高回転かつ高負荷運転
領域において各気筒共通の実行態様で通路噴射弁１６による燃料噴射を実行した場合、ポ
ート噴射率を内壁温度が高くなり易い気筒に合わせて定めると、他の気筒において通路噴
射弁１６の噴射割合が不要に大きくなって機関トルクの不要な低下を招いてしまう。一方
、ポート噴射率を内壁温度が高くなり難い気筒に合わせて定めると、他の気筒において通
路噴射弁１６の噴射割合が不足して気筒内壁面の温度上昇を適切に抑えることができなく
なってしまう。この点、上記構成によれば、ポート噴射率として気筒毎に異なる値が設定
されるために、気筒内壁温度の上昇傾向に応じたかたちで通路噴射弁１６からの燃料噴射
の割合を気筒毎に設定することができるようになり、機関トルクの低下を抑えつつ各気筒
の内壁面の温度を的確に低下させることができるようになる。
【００４７】
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　こうした構成の実現のためには、内燃機関の運転時における内壁面の温度が高い気筒ほ
どポート噴射率を高く設定するといった構成を採用することが望ましい。同構成によれば
、内燃機関の運転時における内壁面の温度が高い気筒ほど、通路噴射弁１６から噴射され
る燃料の量を多くして、気筒内壁面の温度を低下させる効果を大きくすることができる。
【００４８】
　また、この場合には、ポート噴射率として高い割合が設定される気筒ほど、通路噴射弁
１６による燃料噴射が実行される実行領域として広い領域を設定することが望ましい。内
燃機関の運転時における内壁面の温度が高い気筒ほど、気筒内壁面の温度がオイルの沸点
以上になる可能性のある機関運転領域も広くなる。同構成によれば、そうした傾向に合わ
せて気筒毎に実行領域を設定することができるため、各燃焼室１５の内壁面の温度をそれ
ぞれ的確に低下させることができる。
【００４９】
　さらに、この場合には、実行領域において設定される目標点火時期として、ポート噴射
率として高い割合が設定される気筒ほど、遅角側の時期を設定することが望ましい。同構
成によれば、各気筒について、通路噴射弁１６による燃料噴射の実行に起因して点火時期
が遅角されるようになる分だけ、目標点火時期を予め遅角側の時期に設定することができ
る。そのため各気筒における点火時期制御をポート噴射率の設定態様に応じたかたちでそ
れぞれ適正に実行することができる。
【００５０】
　ポート噴射率として複数の気筒において異なる値を設定する構成としては、例えば以下
の（構成イ）や（構成ロ）などを採用することができる。なお（構成イ）および（構成ロ
）は共に、一番気筒♯１、二番気筒♯２、三番気筒♯３、四番気筒♯４の順に並んで配置
される直列四気筒の内燃機関に適用される。また（構成イ）および（構成ロ）では、一番
気筒♯１の内壁温度をＴ１、ポート噴射率をＲｐ１とし、二番気筒♯２の内壁温度をＴ２
、ポート噴射率をＲｐ２とし、三番気筒♯３の内壁温度をＴ３、ポート噴射率をＲｐ３と
し、四番気筒♯４の内壁温度をＴ４、ポート噴射率をＲｐ４とする。
【００５１】
　（構成イ）冷却水が、シリンダブロックに形成された流入口を介してウォータジャケッ
トの内部に流入するとともに「♯１の周囲→♯２の周囲→♯３の周囲→♯４の周囲→シリ
ンダヘッドの内部」の順に流れた後、シリンダヘッドに形成された流出口を介してウォー
タジャケットの外部に流出する水冷式の内燃機関に適用される。こうした内燃機関では、
各気筒（詳しくは、燃焼室１５）の内壁面の温度が「Ｔ１＜Ｔ２＜Ｔ３＜Ｔ４」といった
関係になるため、実行領域における各気筒のポート噴射率として「Ｒｐ１＜Ｒｐ２＜Ｒｐ
３＜Ｒｐ４」といった関係を満たす値をそれぞれ設定する。
【００５２】
　なお実行領域における各気筒のポート噴射率としては、関係式「Ｒｐ１＝Ｒｐ２＜Ｒｐ
３＜Ｒｐ４」を満たす値や、関係式「Ｒｐ１＝Ｒｐ２＝Ｒｐ３＜Ｒｐ４」を満たす値など
を設定するようにしてもよい。また、関係式「Ｒｐ１＜Ｒｐ２＝Ｒｐ３＝Ｒｐ４」を満た
す値や、関係式「Ｒｐ１＜Ｒｐ２＜Ｒｐ３＝Ｒｐ４」を満たす値、関係式「Ｒｐ１＝Ｒｐ
２＜Ｒｐ３＝Ｒｐ４」を満たす値などを実行領域における各気筒のポート噴射率として設
定することもできる。その他、実行領域における一番気筒♯１のポート噴射率Ｒｐ１とし
て「０」を設定することも可能である。いずれの構成によっても、内壁温度の上昇傾向に
応じたかたちで通路噴射弁１６からの燃料噴射の割合を気筒毎に設定することができる。
【００５３】
　（構成ロ）冷却水が、内燃機関のシリンダブロックに形成された流入口を介してウォー
タジャケットの内部に流入するとともに「♯１の周囲→♯２の周囲→♯３の周囲→♯４の
周囲→♯３の周囲→♯２の周囲→♯１の周囲→シリンダヘッドの内部」の順に流れた後、
シリンダヘッドに形成された流出口を介してウォータジャケットの外部に流出する。こう
した内燃機関では、各気筒（詳しくは、燃焼室１５）の内壁面の温度が「Ｔ１＜Ｔ２、且
つＴ２≒Ｔ３、且つＴ３＞Ｔ４」といった関係になるため、実行領域における各気筒のポ
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ート噴射率として「Ｒｐ１＜Ｒｐ２、且つＴ２≒Ｒｐ３、且つＴ３＞Ｒｐ４」といった関
係を満たす値をそれぞれ設定する。なお実行領域における各気筒のポート噴射率としては
、関係式「Ｒｐ１＜Ｒｐ２、且つＲｐ２＞Ｒｐ３＝Ｒｐ４」を満たす値や、関係式「Ｒｐ
１＝Ｒｐ２＜Ｒｐ３、且つＲｐ３＞Ｒｐ４」を満たす値を設定することもできる。また、
実行領域における一番気筒♯１のポート噴射率Ｒｐ１として「０」を設定したり、四番気
筒♯４のポート噴射率Ｒｐ４として「０」を設定したりすることも可能である。
【００５４】
　・上記実施の形態にかかる燃料噴射制御装置は、燃料噴射制御においてポート噴射率Ｒ
ｐを設定する装置に限らず、筒内噴射弁１７からの燃料噴射比率（筒内噴射率Ｒｓ［ただ
し０＜Ｒｓ≦１．０］）を算出する装置にも、その構成を適宜変更したうえで適用するこ
とができる。こうした構成によっても、筒内噴射率Ｒｓを設定することにより、ポート噴
射率に相当する割合［１．０－Ｒｓ］が自ずと定まる。
【符号の説明】
【００５５】
　１０…内燃機関、１１…吸気通路、１１ａ…吸気ポート、１２…スロットル機構、１３
…スロットルバルブ、１４…スロットルモータ、１５…燃焼室、１６…通路噴射弁、１７
…筒内噴射弁、１８…点火プラグ、１９…ピストン、１９ａ…ピストンリング、２０…ク
ランクシャフト、２１…排気通路、２２…オイルタンク、２３…ポンプ、３０…電子制御
装置（実行手段）。

【図１】 【図２】
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